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第７章 

計画の推進 
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本計画を円滑かつ効果的に推進していくために、市民、事業者と一体となって取組を進

めます。 

また、市域を越えた、広域的な取組を必要とする問題への対応については、必要に応じ、

国や香川県、近隣の自治体、及び関係機関と協力しながら取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 高松市地球温暖化対策実行計画推進協議会 

 関係行政機関や学識経験者、事業者団体の代表、市民団体の代表などで構成される

「高松市地球温暖化対策実行計画推進協議会」において、協議や連絡調整を行います。 

 なお、同協議会は、地球温暖化対策推進法第 22条に規定する地方公共団体実行計

画協議会となります。 

（２） 庁内における横断的連携・合意形成 

 本計画で掲げる地球温暖化対策に向けた取組は、環境分野に限らず、交通・農林業・

都市計画など、幅広い行政分野にわたります。このため、環境の保全及び創造に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するために設置された「高松市環境問題庁内連絡会

議」において、庁内の横断的連携や全庁的な合意形成を図りながら、本計画を効果的

に推進していきます。 

（３） 国、香川県等との連携 

 地球温暖化対策を効果的に進めていくためには、国、香川県と密接な連携と協調を

図ることも非常に重要です。 

 自動車の利用抑制や公共交通の利用促進、森林の保全・整備など、高松市域に限定

せず、広域的な視点から取り組むことが有効なもののほか、技術的・財政的な理由な

どで本市が単独で対応することが難しい取組については、国や香川県などとの緊密な

連携を図りながら対応していきます。  

生物の生息・生育環境が 1 推進体制 

    
協  働 

情報交換 

市 
○各事業の実施 

○計画進行の管理 

低炭素社会の実現 

○国、香川県 
広域的な 

連携 

協議・連絡調整 

高松市地球温暖化対策実行計画 

事業者 
○事業活動 

での取組 

市 民 
○日常生活 

での取組 

○高松市地球温暖

化対策実行計画

推進協議会 

図 7-1 本計画の推進体制 
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本計画で定められたさまざまな取組を着実に進め、継続的な改善を図っていくために、

ＰＤＣＡサイクルによる進行管理を行います。 

本計画の進捗度を把握するために、市域温室効果ガス排出量を毎年度算定・公表すると

ともに、温室効果ガス排出量の将来推計において考慮した 4 要素及び基本施策ごとに設定

した進行管理指標の推移を毎年度公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2 ＰＤＣＡサイクルによる進行管理 

 

（１） ４要素の推移の観察 

 温室効果ガス排出量の将来推計において考慮した 4要素について、排出量の増減の

背景を分析するため、その推移を毎年度観察し公表します。 

 

要素１ 人口減少 

たかまつ人口ビジョンにおいて採用された国勢調査ベースの人口を用います。 

平成 25年 10月１日現在の国勢調査ベース人口 420,699人を基準とします。 

 

要素２ 電力の排出係数の低減 

四国電力の調整後排出係数を用います。 

平成 25年度の調整後排出係数 0.706ｋg-CO2/kWh を基準とします。 

   

要素３ 再生可能エネルギーの導入進展 

四国電力の電源別発受電電力量構成比を用います。 

平成 25年度の再生可能エネルギー構成比（水力＋新エネ）13％を基準とします。 

          

要素４ エネルギー使用量の低減 

資源エネルギー庁の都道府県別エネルギー消費統計の香川県の消費量を用います。 

平成 25年度の香川県エネルギー消費量 107,286TJ（テラ・ジュール）を基準 

とします。 

 

 ２ 進行管理の方法 

※ ＴＪ（テラ・ジュール）：テラは 1 兆（ギガの千倍）を表し、ジュールは熱量単位で約 0.24 カロリー

に相当します。 

 



68 

 

（２） 基本施策に係る進行管理指標 

施策体系の基本施策の進捗度を具体的に点検・評価するため、市域内について、毎

年度、客観的な数値で把握できる指標を設定し、その推移を点検し公表します。 

 

表 7-1 基本施策に係る進行管理指標 

基本施策 指標 基準年 
（平成 25 年度） 

現況値 
（平成 27 年度） 

目標値 
（平成 32 年度） 

再生可能

エネルギ

ー等の利

用促進 

市内における太陽光発電システム導

入容量 
58,940kW 124,414kW 183,000kW 

住宅用太陽光発電システムへの市補

助件数（累計） 
5,744 件 7,107 件 9,545 件 

蓄電システムへの市補助件数（累計） （注 2）- 80 件 365 件 

太陽熱利用システムへの市補助件数

（累計） 
33 件 49 件 99 件 

※ 

市有施設における太陽光発電

導入数（累計） 
51 件 58 件 68 件 

市有施設における年間売電量 2,797MWｈ 3,787MWh 4,000MWh 

下水汚泥消化ガス年間利用率 37.1％ 45.8% 95.2% 

省エネ型

ライフス

タイル等

の促進 

次世代自動車の普及数（注 1） 13,767 台 20,181 台 32,000 台 

※ 公用車の電気自動車導入数 ６台 10 台  15 台 

環境学習講座参加者数 1,937 人 2,231 人 2,325 人 

南部クリーンセンター環境学習参加

者数 
3,015 人 3,072 人 3,250 人 

市内における電気自動車用 

急速充電器設置数 
7 基 22 基 32 基 

家庭における地球温暖化防止のため

の取組率（アンケート結果） 
（注 3）- 32.8% 49.2% 

脱炭素の

推進 

公共交通機関利用率 13.7% 14.2% 16.0% 

レンタサイクル利用者数 326,257 人 314,949 人 321,000 人 

市民１人当たりの都市公園等の面積 7.26 ㎡ 8.15 ㎡ 9.26 ㎡ 

１人１日当たりのごみ排出量 985g 956g 910g 

１人１日当たりのごみ資源化量 216g 200g 207g 

※市有施設での取組 

（注1）次世代自動車とは、燃料電池自動車、電気自動車、ハイブリッド自動車、プラグインハイブリッド自動車

及び天然ガス自動車をいい、県内の保有数に人口比を乗じて計数 

（注2）平成 26 年度から補助制度開始 

（注3）平成 26 年度からアンケート内容を変更 

（注4）環境学習講座参加者数は年度間の差異が大きいことから、平成 25 年度から 27 年度までの３カ年平均参

加者数を記載 

 

（注 4） 


